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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
押出機が備えるシリンダの先端付近から下記（Ｄ）をサイドフィードし、かつダイス部樹
脂圧力を５０ｋｇｆ／ｃｍ2以上とすることを特徴とする、
下記（Ａ）～（Ｄ）を含む高熱伝導性樹脂組成物の製造方法。
熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）、
テトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）、
高熱伝導性樹脂組成物全量に対して１～１０体積％のテトラポッド形状の無機化合物（Ｃ
）、
繊維状強化材（Ｄ）
【請求項２】
高熱伝導性樹脂組成物の全量に対する（Ａ）成分の使用量が３０～９０体積％で、
高熱伝導性樹脂組成物の全量に対する（Ｂ）成分の使用量が１０～５５体積％で、
高熱伝導性樹脂組成物の全量に対する（Ｃ）成分の使用量が１～１０体積％で、
高熱伝導性樹脂組成物の全量に対する（Ｄ）成分の使用量が５～３５体積％であることを
特徴とする、請求項１記載の高熱伝導性樹脂組成物の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高熱伝導性を発現し、高流動かつ高強度な熱可塑性樹脂組成物に関する。更
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に詳しくは、高熱伝導性樹脂でありながら低密度であり、照明器具部材や携帯型電子機器
等の軽量化に貢献し得る、各種用途、特に照明器具部材として好適な熱可塑性樹脂組成物
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　熱可塑性樹脂成形体をパソコンやディスプレーの筐体、電子デバイス材料、自動車の内
外装、照明器具部材、携帯電話等の携帯型電子機器、等種々の用途に適用する際、プラス
チックは金属材料等無機物と比較して熱伝導性が低いため、発生する熱を逃がし難いこと
が問題になることがある。このような課題を解決するため、高熱伝導性無機物を大量に熱
可塑性樹脂中に配合することで、高熱伝導性樹脂組成物を得ようとする試みが広くなされ
ている。高熱伝導性無機化合物としては、グラファイト、炭素繊維、低融点金属、アルミ
ナ、窒化アルミニウム、等の高熱伝導性無機物が用いられ、通常は３０体積％以上、更に
は５０体積％以上もの高含有量で樹脂中に配合する必要がある。
【０００３】
　更には、これらフィラーを高充填した熱可塑性樹脂組成物は、フィラー含量が高いが故
に射出成形性が大幅に低下してしまい、実用的な形状の金型やピンゲートを有する金型で
は射出成形が非常に困難であるという課題がある。フィラーを高充填した高熱伝導性熱可
塑性樹脂の射出成形性を向上させるため、例えば室温で液体の有機化合物を添加する方法
が例示されている（特許文献１）。
【０００４】
　しかしながらこのような方法では、射出成形時に液体の有機化合物がブリードアウトし
、金型を汚染する等の課題がある。その他種々の成形性改良法が検討されているが、未だ
有効な手法が見出されていないのが現状である。
【０００５】
　特許文献２では、熱可塑性樹脂にウィスカー酸化亜鉛や板状形状の無機化合物を配合す
ることで、高熱伝導かつ高流動性をもつ樹脂組成物が得られる方法が報告されている。高
熱伝導性かつ高流動性のものは得られたが、曲げ強度や曲げ弾性率が不十分であり、パソ
コンやディスプレーの筐体、電子デバイス材料、自動車の内外装、照明器具部材に適用が
困難である。また、窒化ホウ素と酸化亜鉛はかさ比重が低いため、樹脂組成物の混練不足
が懸念され、強度低下を招くおそれがある。
【０００６】
　上記の通り、高熱伝導性を発現させ、かつ高流動で高強度の高熱伝導性樹脂組成物を用
いたものはなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許第３９４８２４０号公報
【特許文献２】特開２０１１－１３２２６４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　従来の方法では、高熱伝導性を発現させ、かつ高流動で高強度の高熱伝導性樹脂組成物
をつくることは困難であった。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討を行い、本発明を完成した。すなわち本
発明は以下の通りである。
１）押出機が備えるシリンダの先端付近から下記（Ｄ）をサイドフィードし、かつダイス
部樹脂圧力を５０ｋｇｆ／ｃｍ2以上とすることを特徴とする、下記（Ａ）～（Ｄ）を含
む高熱伝導性樹脂組成物の製造方法。
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熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）、
テトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）、
高熱伝導性樹脂組成物全量に対して１～１０体積％のテトラポッド形状の無機化合物（Ｃ
）、
繊維状強化材（Ｄ）
２）高熱伝導性樹脂組成物の全量に対する（Ａ）成分の使用量が３０～９０体積％で、
高熱伝導性樹脂組成物の全量に対する（Ｂ）成分の使用量が１０～５５体積％で、
高熱伝導性樹脂組成物の全量に対する（Ｃ）成分の使用量が１～１０体積％で、
高熱伝導性樹脂組成物の全量に対する（Ｄ）成分の使用量が５～３５体積％であることを
特徴とする、上記１）記載の高熱伝導性樹脂組成物の製造方法。
【００１０】
　本発明によれば、各成分が均一に混練され、高熱伝導性を発現し、かつ高流動で高強度
となる高熱伝導性樹脂組成物となる。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の製造方法によれば、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）、所定量のテトラポッ
ド形状でない無機化合物（Ｂ）とテトラポッド形状の無機化合物（Ｃ）及び繊維状強化材
（Ｄ）が均一に分散し、高熱伝導性を発現し、かつ高流動で高強度の熱可塑性樹脂組成物
を製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の熱可塑性樹脂組成物の製造方法で使用する二軸押出機の一例を模式的に
示す断面図
【発明を実施するための形態】
【００１３】
（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂
　上記熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）としては、例えば、非晶性脂肪族ポリエステル
、非晶性半芳香族ポリエステル、非晶性全芳香族ポリエステルなどの非晶性熱可塑性ポリ
エステル系樹脂、結晶性脂肪族ポリエステル、結晶性半芳香族ポリエステル、結晶性全芳
香族ポリエステルなどの結晶性熱可塑性ポリエステル系樹脂、液晶性脂肪族ポリエステル
、液晶性半芳香族ポリエステル、液晶性全芳香族ポリエステルなどの液晶性熱可塑性ポリ
エステル系樹脂、などを用いることができる。
上記熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）のうち、液晶性熱可塑性ポリエステル系樹脂とし
て好ましい構造の具体例としは、
－Ｏ－Ｐｈ－ＣＯ－　　　　構造単位（Ｉ）、
－Ｏ－Ｒ3－Ｏ－　　　　構造単位（II）、
－Ｏ－ＣＨ2ＣＨ2－Ｏ－　　　　構造単位（III）および
－ＣＯ－Ｒ4－ＣＯ－　　　　構造単位（IV）
の構造単位からなる液晶性ポリエステルが挙げられる。
（ただし式中のＲ3は
【００１４】
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【００１５】
から選ばれた１種以上の基を示し、Ｒ4は
【００１６】
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【化２】

【００１７】
から選ばれた１種以上の基を示す（ただし式中Ｘは水素原子または塩素原子を示す）。
上記構造単位（Ｉ）は、好ましくは、ｐ－ヒドロキシ安息香酸から生成した構造単位であ
り、構造単位（II）は４，４’－ジヒドロキシビフェニル、３，３’，５，５’－テトラ
メチル－４，４’－ジヒドロキシビフェニル、ハイドロキノン、ｔ－ブチルハイドロキノ
ン、フェニルハイドロキノン、メチルハイドロキノン、２，６－ジヒドロキシナフタレン
、２，７－ジヒドロキシナフタレン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン
および４，４’－ジヒドロキシジフェニルエーテルから選ばれた一種以上の芳香族ジヒド
ロキシ化合物から生成した構造単位を、構造単位（III）はエチレングリコールから生成
した構造単位を、構造単位（IV）はテレフタル酸、イソフタル酸、４，４’－ジフェニル
ジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、１，２－ビス（フェノキシ）エタン－
４，４’－ジカルボン酸、１，２－ビス（２－クロルフェノキシ）エタン－４，４’－ジ
カルボン酸および４，４’－ジフェニルエーテルジカルボン酸から選ばれた一種以上の芳
香族ジカルボン酸から生成した構造単位を各々示す。
【００１８】
　これらのなかでは、ｐ－ヒドロキシ安息香酸および６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸か
ら生成した構造単位からなる液晶性ポリエステル、ｐ－ヒドロキシ安息香酸から生成した
構造単位、エチレングリコールから生成した構造単位、芳香族ジヒドロキシ化合物から生
成した構造単位、テレフタル酸から生成した構造単位の液晶性ポリエステル、ｐ－ヒドロ
キシ安息香酸から生成した構造単位、エチレングリコールから生成した構造単位、テレフ
タル酸から生成した構造単位の液晶性ポリエステルを特に好ましく用いることができる。
熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）のうち、結晶性熱可塑性ポリエステルの具体例として
は、ポリエチレンテレフタレート、ポリプロピレンテレフタレート、ポリブチレンテレフ
タレート、ポリエチレン－２，６－ナフタレート、ポリブチレンナフタレート、ポリ１，
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４－シクロヘキシレンジメチレンテレフタレートおよびポリエチレン－１，２－ビス（フ
ェノキシ）エタン－４，４’－ジカルボキシレートなどのほか、ポリエチレンイソフタレ
ート／テレフタレート、ポリブチレンテレフタレート／イソフタレート、ポリブチレンテ
レフタレート／デカンジカルボキシレートおよびポリシクロヘキサンジメチレンテレフタ
レート／イソフタレートなどの結晶性共重合ポリエステル等が挙げられる。
これらの中では、入手が容易であるという点からは、ポリエチレンテレフタレート、ポリ
プロピレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレン－２，６－ナフ
タレート、ポリブチレンナフタレート、ポリ１，４－シクロヘキシレンジメチレンテレフ
タレート、等を用いることが好ましい。これらの中でも、結晶化速度が最適である点など
から、ポリエチレンテレフタレート、ポリプロピレンテレフタレート、ポリブチレンテレ
フタレート、等のポリアルキレンテレフタレート熱可塑性ポリエステル樹脂であることが
好ましい。
【００１９】
　本発明で製造する熱可塑性樹脂組成物において、上記ポリエステル系樹脂（Ａ）は、単
独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて使用してもよい。２種以上を組み合わせて
使用する場合には、その組み合わせは特に限定されず、化学構造、分子量、結晶形態、な
どが異なる２種以上の成分を任意に組み合わせることができる。
【００２０】
　本発明で製造する熱可塑性樹脂組成物は、上記熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）以外
の各種熱可塑性樹脂をさらに含有しても良い。上記熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）以
外の熱可塑性樹脂（以下、単に（Ａ）以外の熱可塑性樹脂ともいう）は、合成樹脂であっ
ても自然界に存在する樹脂であっても良い。上記（Ａ）以外の熱可塑性樹脂を用いる場合
、その使用量は、成形性と機械的特性とのバランスを考慮すると、上記熱可塑性ポリエス
テル系樹脂（Ａ）１００重量部に対して、０重量部を超え１００重量部以下であることが
好ましく、０重量部を超え、５０重量部以下であることがより好ましい。
【００２１】
　上記（Ａ）以外の熱可塑性樹脂としては、ポリスチレンなどの芳香族ビニル系樹脂、ポ
リアクリロニトリルなどのシアン化ビニル系樹脂、ポリ塩化ビニルなどの塩素系樹脂、ポ
リメチルメタクリレート等のポリメタアクリル酸エステル系樹脂やポリアクリル酸エステ
ル系樹脂、ポリエチレンやポリプロピレンや環状ポリオレフィン樹脂等のポリオレフィン
系樹脂、ポリ酢酸ビニルなどのポリビニルエステル系樹脂、ポリビニルアルコール系樹脂
及びこれらの誘導体樹脂、ポリメタクリル酸系樹脂やポリアクリル酸系樹脂及びこれらの
金属塩系樹脂、ポリ共役ジエン系樹脂、マレイン酸やフマル酸及びこれらの誘導体を重合
して得られるポリマー、マレイミド系化合物を重合して得られるポリマー、ポリカーボネ
ート系樹脂、ポリウレタン系樹脂、ポリスルホン系樹脂、ポリアルキレンオキシド系樹脂
、セルロース系樹脂、ポリフェニレンエーテル系樹脂、ポリフェニレンスルフィド系樹脂
、ポリケトン系樹脂、ポリイミド系樹脂、ポリアミドイミド系樹脂、ポリエーテルイミド
系樹脂、ポリエーテルケトン系樹脂、ポリエーテルエーテルケトン系樹脂、ポリビニルエ
ーテル系樹脂、フェノキシ系樹脂、フッ素系樹脂、シリコーン系樹脂、液晶ポリマー、及
びこれら例示されたポリマーのランダム・ブロック・グラフト共重合体、などが挙げられ
る。これら（Ａ）以外の熱可塑性樹脂は、それぞれ単独で、あるいは２種以上の複数を組
み合わせて用いることができる。２種以上の樹脂を組み合わせて用いる場合には、必要に
応じて相溶化剤などを添加して用いることもできる。これら（Ａ）以外の熱可塑性樹脂は
、目的に応じて適宜使い分ければよい。
【００２２】
　これら（Ａ）以外の熱可塑性樹脂の中でも、樹脂の一部あるいは全部が結晶性あるいは
液晶性を有する熱可塑性樹脂であることが、得られた樹脂組成物の熱伝導率が高くなる傾
向がある点や、テトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）とテトラポッド形状の無機化合
物（Ｃ）を樹脂中に含有させることが容易である点から好ましい。これら結晶性あるいは
液晶性を有する熱可塑性樹脂は、樹脂全体が結晶性であっても、ブロックあるいはグラフ
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ト共重合体樹脂の分子中における特定ブロックのみが結晶性や液晶性であるなど樹脂の一
部のみが結晶性あるいは液晶性であっても良い。樹脂の結晶化度には特に制限はない。ま
た（Ａ）以外の熱可塑性樹脂として、非晶性樹脂と結晶性あるいは液晶性樹脂とのポリマ
ーアロイを用いることもできる。樹脂の結晶化度には特に制限はない。
【００２３】
　樹脂の一部あるいは全部が結晶性あるいは液晶性を有する（Ａ）以外の熱可塑性樹脂の
中には、結晶化させることが可能であっても、単独で用いたり特定の成形加工条件で成形
したりすることにより場合によっては非晶性を示す樹脂もある。このような樹脂を用いる
場合には、テトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）とテトラポッド形状の無機化合物（
Ｃ）の添加量や添加方法を調整したり、延伸処理や後結晶化処理をするなど成形加工方法
を工夫したりすることにより、樹脂の一部あるいは全体を結晶化させることができる場合
もある。
【００２４】
　また、上記（Ａ）以外の熱可塑性樹脂として、弾性を有する樹脂（弾性樹脂）を用いて
も良い。弾性樹脂を用いることで、熱可塑性樹脂組成物の衝撃強度を改善しうる。
上記弾性樹脂としては、得られる樹脂組成物の衝撃強度改良効果に優れていることから、
その少なくとも１つのガラス転移点が０℃以下であることが好ましく、－２０℃以下であ
るものがより好ましい。
【００２５】
　上記弾性樹脂として特に限定されず、例えば、ポリブタジエン、スチレン－ブタジエン
ゴム、アクリロニトリル－ブタジエンゴム、（メタ）アクリル酸アルキルエステル－ブタ
ジエンゴム等のジエン系ゴム；アクリルゴム、エチレン－プロピレンゴム、シロキサンゴ
ム等のゴム状重合体；ジエン系ゴム及び／又はゴム状重合体１０～９０重量部に対して、
芳香族ビニル化合物、シアン化ビニル化合物及び（メタ）アクリル酸アルキルエステルか
らなる群より選択される少なくとも１つのモノマー１０～９０重量部、並びに、これらと
共重合可能な他のビニル系化合物１０重量部以下を重合してなるゴム状共重合体；ポリエ
チレン、ポリプロピレン等の各種ポリオレフィン系樹脂；エチレン－プロピレン共重合体
、エチレン－ブテン共重合体、などのエチレン－αオレフィン共重合体；プロピレン－ブ
テン共重合体、等のオレフィン共重合体；エチレン－エチルアクリレート共重合体等の、
各種共重合成分により変性された共重合ポリオレフィン系樹脂；エチレン－グリシジルメ
タクリレート共重合体、エチレン－無水マレイン酸共重合体、エチレン－プロピレン－グ
リシジルメタクリレート共重合体、エチレン－プロピレン－無水マレイン酸共重合体、エ
チレン－ブテン－グリシジルメタクリレート共重合体、エチレン－ブテン－無水マレイン
酸共重合体、プロピレン－ブテン－グリシジルメタクリレート共重合体、プロピレン－ブ
テン－無水マレイン酸共重合体、等の、各種官能成分により変性された変性ポリオレフィ
ン系樹脂；スチレン－エチレン－プロピレン共重合体、スチレン－エチレン－ブテン共重
合体、スチレン－イソブチレン共重合体、等のスチレン系熱可塑性エラストマー、等が挙
げられる。
【００２６】
　上記弾性樹脂を添加する場合、その添加量は、上記熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）
の合計１００重量部に対して、通常１５０重量部以下であり、好ましくは０．１～１００
重量部であり、より好ましくは０．２～５０重量部である。１５０重量部を超えると、剛
性、耐熱性、熱伝導性、等が低下する傾向がある。
（Ａ）成分の使用量は、通常、本発明の高熱伝導性樹脂組成物の全量に対して３０～９０
体積％であるが、３５～７０体積％であることがより好ましい。
【００２７】
 （Ｂ）テトラポッド形状でない無機化合物
　上記テトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）としては特に限定されず、熱可塑性樹脂
組成物に配合しうる公知の無機化合物であればよいが、本発明で製造する熱可塑性樹脂組
成物が、高熱伝導率の成形品を得るための樹脂組成物である場合には、上記テトラポッド
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形状でない無機化合物（Ｂ）は、高熱伝導性無機化合物であることが好ましい。なお、本
発明において、高熱伝導性無機化合物とは、単体での熱伝導率が３．０Ｗ／ｍ・Ｋ以上の
ものをいう。
【００２８】
　上記高熱伝導性無機化合物は、産地、不純物の種類に関しては、特に制限はなく、よく
知られた種々の高熱伝導性無機化合物を用いることが可能である。具体的には、例えば、
金、銀、銅、アルミニウム、鉄、マグネシウム、ニッケル、等の金属およびこれら金属の
合金、酸化アルミニウム、酸化マグネシウム、酸化ケイ素、酸化亜鉛、酸化ベリリウム、
酸化銅、亜酸化銅、等の金属酸化物、窒化ホウ素、窒化アルミニウム、窒化ケイ素、等の
金属窒化物、炭化ケイ素等の金属炭化物、カーボン、グラファイト、ダイヤモンド、等の
炭素材料、等が挙げられる。また、本発明において、上記テトラポッド形状でない無機化
合物（Ｂ）の形状は、種々の形状のものを適応可能である。例えば粒子状、微粒子状、ナ
ノ粒子、凝集粒子状、チューブ状、ナノチューブ状、ワイヤ状、ロッド状、針状、板状、
不定形、ラグビーボール状、六面体状、大粒子と微小粒子とが複合化した複合粒子状、液
体、など種々の形状を例示することができる。上記テトラポッド形状でない無機化合物（
Ｂ）は、上記熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）とテトラポッド形状でない無機化合物（
Ｂ）との界面の接着性を高めたり、作業性を容易にしたりするため、シラン処理剤等の各
種表面処理剤で表面処理がなされたものであってもよい。表面処理剤としては特に限定さ
れず、例えばシランカップリング剤、チタネートカップリング剤、等従来公知のものを使
用することができる。中でもエポキシシラン等のエポキシ基含有シランカップリング剤、
及び、アミノシラン等のアミノ基含有シランカップリング剤、ポリオキシエチレンシラン
、等が樹脂の物性を低下させることが少ないため好ましい。テトラポッド形状でない無機
化合物（Ｂ）の表面処理方法としては特に限定されず、通常の処理方法を利用できる。上
記例示した種類の範疇であれば、１種以上を選択すれば良い。
【００２９】
　本発明の製造方法により製造される熱可塑性樹脂組成物において、上記テトラポッド形
状でない無機化合物（Ｂ）の含有量は、樹脂組成物全量に対して、好ましくは１０～６０
体積％である。上記テトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）の含有量が１０体積％より
も少なくなると、総無機化合物量が少なく、本件の製造方法により得られた熱可塑性樹脂
組成物を用いて成形体を作製した場合に、得られた成形体のテトラポッド形状でない無機
化合物（Ｂ）の分布量が少なくなる。そのため、無機化合物として高熱伝導性無機化合物
を使用した場合に、熱伝導性が発生しにくくなることがある。一方、上記テトラポッド形
状でない無機化合物（Ｂ）の含有量が６０体積％よりも多くなると、総無機化合物量が多
すぎるため、本発明の製造方法により得られた熱可塑性樹脂組成物を用いて成形体を作製
した場合、得られた成形体は機械特性が大幅に低下してしまう。上記テトラポッド形状で
ない無機化合物
（Ｂ）成分の使用量は、通常、本発明の高熱伝導性樹脂組成物の全量に対して１０～５５
体積％であるが、１５～４５体積％であることがより好ましい。
【００３０】
 （Ｃ）テトラポッド形状の無機化合物
本発明で用いる上記テトラポッド形状の無機化合物（Ｃ）は、形状がテトラポッド形状で
あれば良く、また熱伝導率が３Ｗ／ｍ・Ｋ以上のものであれば、産地、不純物の種類に関
しては、特に制限はなく、よく知られた種々のテトラポッド形状の無機化合物を用いるこ
とが可能である。具体的には、例えば酸化亜鉛等が挙げられる。上記テトラポッド形状の
無機化合物（Ｃ）は、上記熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）とテトラポッド形状の無機
化合物（Ｃ）との界面の接着性を高めたり、作業性を容易にしたりするため、シラン処理
剤等の各種表面処理剤で表面処理がなされたものであってもよい。表面処理剤としては特
に限定されず、例えばシランカップリング剤、チタネートカップリング剤、等従来公知の
ものを使用することができる。中でもエポキシシラン等のエポキシ基含有シランカップリ
ング剤、及び、アミノシラン等のアミノ基含有シランカップリング剤、ポリオキシエチレ
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ンシラン、等が樹脂の物性を低下させることが少ないため好ましい。テトラポッド形状の
無機化合物（Ｃ）の表面処理方法としては特に限定されず、通常の処理方法を利用できる
。
【００３１】
　本発明の製造方法により製造される熱可塑性樹脂組成物において、（Ｃ）成分であるテ
トラポッド形状の無機化合物の使用量は、通常、本発明の高熱伝導性樹脂組成物の全量に
対して１～１０体積％であるが、１～５体積％であることがより好ましい。
上記テトラポッド形状の無機化合物（Ｃ）の使用量が１体積％よりも少なくなると、テト
ラポッド形状の無機化合物（Ｃ）の分布量が少ないが故に、テトラポッド形状による、テ
トラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）や繊維状強化材（Ｄ）の配向緩和効果による高強
度化や高流動性化が損なわれる。一方、上記テトラポッド形状でない無機化合物（Ｃ）の
使用量が１０体積％よりも多くなると、配向緩和効果が低下し、本発明の製造方法により
得られた熱可塑性樹脂組成物を用いて成形体を作製した場合、得られた成形体は強度が低
下してしまう。
【００３２】
　（Ｄ）繊維状強化材
本発明で用いる上記繊維状強化材（Ｄ）は、繊維状の強化材であり、熱伝導率が０．１～
１．５Ｗ／ｍ・Ｋの範囲であるものであり、形状に特に制限はない。
（Ｄ）成分である上記繊維状強化材の使用量は、通常、本発明の高熱伝導性樹脂組成物の
全量に対して５～３５体積％である。上記範囲にあると、ダイス部樹脂圧力を５０ｇ／ｃ
ｍ2以上まで加圧し、多量に無機化合物を含有した状態の組成物を均一に混練することが
できるからである。
【００３３】
　これに対して、上記繊維状強化材（Ｄ）の配合量が５体積％未満では、繊維状強化材（
Ｄ）の絶対量が少なすぎるために、ダイス部樹脂圧力が上がりきらず、混練不足となるこ
とがある。また、上記繊維状強化材（Ｄ）の配合量が３５体積％よりも多いと、ダイス部
樹脂圧力が上がりすぎて、ストランド孔の根詰まりが発生し、生産性が低下することがあ
る。また、樹脂組成物中の総フィラー量〔テトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）、テ
トラポッド形状の無機化合物（Ｃ）及び繊維状強化材（Ｄ）の合計量〕が過剰となる場合
、本発明の製造方法により得られた熱可塑性樹脂組成物を用いて成形体を作製した場合、
成形体が脆くなってしまう恐れがある。これらの繊維状強化材はクロス状などに二次加工
されていても良い。
【００３４】
　また、上記繊維状強化材（Ｄ）は単独で、あるいは組み合わせて用いることができる。
これらの充填剤は各種シランカップラーやチタンカップラーなどで処理されていても良い
。また、本発明の熱可塑性樹脂組成物には、上記繊維状強化材（Ｄ）の他に本発明の目的
を損なわない範囲で、板状、クロス状などの各種形態を有する他の繊維状強化材が含まれ
ていても良い。
【００３５】
　本発明の製造方法では、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）、テトラポッド形状でない
無機化合物（Ｂ）、テトラポッド形状の無機化合物（Ｃ）及び繊維状強化材（Ｄ）に加え
て、更に必要に応じ、造核剤などの結晶化促進剤を配合してもよい。これにより製造され
た熱可塑性樹脂組成物の成形性をさらに工場させることができる。
【００３６】
　上記結晶化促進剤としては、例えば、高級脂肪酸アミド、尿素誘導体、ソルビトール系
化合物、高級脂肪酸塩、芳香族脂肪酸塩等が挙げられ、これらは１種又は２種以上用いる
ことができる。なかでも結晶化促進剤としての効果が高いことから、高級脂肪酸アミド、
尿素誘導体、ソルビトール系化合物が好ましい。
上記高級脂肪酸アミドとしては、例えば、ベヘン酸アミド、オレイン酸アミド、エルカ酸
アミド、ステアリン酸アミド、パルミチン酸アミド、Ｎ－ステアリルベヘン酸アミド、Ｎ
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－ステアリルエルカ酸アミド、エチレンビスステアリン酸アミド、エチレンビスオレイン
酸アミド、エチレンビスエルカ酸アミド、エチレンビスラウリル酸アミド、エチレンビス
カプリン酸アミド、ｐ－フェニレンビスステアリン酸アミド、エチレンジアミンとステア
リン酸とセバシン酸の重縮合物等が挙げられ、特にベヘン酸アミドが好ましい。
上記尿素誘導体としては、ビス（ステアリルウレイド）ヘキサン、４，４’－ビス（３－
メチルウレイド）ジフェニルメタン、４，４’－ビス（３－シクロヘキシルウレイド）ジ
フェニルメタン、４，４’－ビス（３－シクロヘキシルウレイド）ジシクロヘキシルメタ
ン、４，４’－ビス（３－フェニルウレイド）ジシクロヘキシルメタン、ビス（３－メチ
ルシクロヘキシルウレイド）ヘキサン、４，４’－ビス（３－デシルウレイド）ジフェニ
ルメタン、Ｎ－オクチル－Ｎ’－フェニルウレア、Ｎ，Ｎ’－ジフェニルウレア、Ｎ－ト
リル－Ｎ’－シクロヘキシルウレア、Ｎ，Ｎ’－ジシクロヘキシルウレア、Ｎ－フェニル
－Ｎ’－トリブロモフェニルウレア、Ｎ－フェニル－Ｎ’－トリルウレア、Ｎ－シクロヘ
キシル－Ｎ’－フェニルウレア等が例示され、特にビス（ステアリルウレイド）ヘキサン
が好ましい。
【００３７】
　上記ソルビトール系化合物としては、１，３，２，４－ジ（ｐ－メチルベンジリデン）
ソルビトール、１，３，２，４－ジベンジリデンソルビトール、１，３－ベンジリデン－
２，４－ｐ－メチルベンジリデンソルビトール 、１，３－ベンジリデン－２，４－ｐ－
エチルベンジリデンソルビトール、１，３－ｐ－メチルベンジリデン－２，４－ベンジリ
デンソルビトール、１，３－ｐ－エチルベンジリデン－２，４－ベンジリデンソルビトー
ル、１，３－ｐ－メチルベンジリデン－２，４－ｐ－エチルベンジリデンソルビトール、
１，３－ｐ－エチルベンジリデン－２，４－ｐ－メチルベンジリデンソルビトール、１，
３，２，４－ジ（ｐ－エチルベンジリデン）ソルビトール、１，３，２，４－ジ（ｐ－ｎ
－プロピルベンジリデン）ソルビトール 、１，３，２，４－ジ（ｐ－ｉ－プロピルベン
ジリデン）ソルビトール、１，３，２，４－ジ（ｐ－ｎ－ブチルベンジリデン）ソルビト
ール、１，３，２，４－ジ（ｐ－ｓ－ブチルベンジリデン）ソルビトール、１，３，２，
４－ジ（ｐ－ｔ－ブチルベンジリデン）ソルビトール、１，３，２，４－ジ（ｐ－メトキ
シベンジリデン）ソルビトール、１，３，２，４－ジ（ｐ－エトキシベンジリデン）ソル
ビトール 、１，３－ベンジリデン－２，４－ｐ－クロルベンジリデンソルビトール、１
，３－ｐ－クロルベンジリデン－２，４－ベンジリデンソルビトール、１，３－ｐ－クロ
ルベンジリデン－２，４－ｐ－メチルベンジリデンソルビトール、１，３－ｐ－クロルベ
ンジリデン－２，４－ｐ－エチルベンジリデンソルビトール、１，３－ｐ－メチルベンジ
リデン－２，４－ｐ－クロルベンジリデンソルビトール、１，３－ｐ－エチルベンジリデ
ン－２，４－ｐ－クロルベンジリデンソルビトール、及び１，３，２，４－ジ（ｐ－クロ
ルベンジリデン）ソルビトール 等が挙げられる。これらの中で、１，３，２，４－ジ（
ｐ－メチルベンジリデン）ソルビトール、１，３，２，４－ジベンジリデンソルビトール
が好ましい。
【００３８】
　上記結晶化促進剤の配合量は、製造される樹脂組成物の成形性の観点から、熱可塑性ポ
リエステル系樹脂（Ａ）１００重量部に対し、０．０１～５重量部が好ましく、０．０３
～４重量部がより好ましく、０．０５～３重量部がさらに好ましい。０．０１重量部未満
では、結晶化促進剤としての効果が不足する可能性があり、一方、５重量部を超えると、
効果が飽和する可能性があることから経済的に好ましくなく、場合によっては、得られた
成形体の外観や物性が損なわれる可能性がある。
【００３９】
　また、本発明の製造方法では、得られる熱可塑性樹脂組成物をより高性能なものにする
ため、フェノール系安定剤、イオウ系安定剤、リン系安定剤等の熱安定剤等を、単独又は
２種類以上を組み合わせて添加することが好ましい。更に必要に応じて、一般に良く知ら
れている、安定剤、滑剤、離型剤、可塑剤、リン系以外の難燃剤、難燃助剤、紫外線吸収
剤、光安定剤、染料、帯電防止剤、導電性付与剤、分散剤、相溶化剤、抗菌剤等を、単独
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又は２種類以上を組み合わせて添加してもよい。
【００４０】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物の製造方法では、これらの原料を押出機で混練することに
より、熱可塑性樹脂組成物を製造する。上記押出機は特に限定されず、単軸押出機であっ
てもよいし、多軸押出機であってもよいが、二軸押出機が好ましい。
【００４１】
　図１は、本発明の熱可塑性樹脂組成物の製造方法で使用する二軸押出機の一例を模式的
に示す断面図である。
二軸押出機１０は、スクリュ１２及びシリンダ１１と、シリンダ１１の根元に配設された
第一供給口１３と、シリンダ１１の先端１５付近に配設された第二供給口（サイドフィー
ダー）１４とを備える。
【００４２】
　本発明の製造方法では、第一供給口１３から、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）及び
テトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）をシリンダ１１内に投入し、スクリュ１２の回
転に伴って、これらを搬送、溶融、混練する。これとともに、第二供給口１４から、繊維
状強化材（Ｃ）を投入し、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）及びテトラポッド形状でな
い無機化合物（Ｂ）とテトラポッド形状の無機化合物（Ｃ）の混合物に混練する。そして
、充分に混練された混合物は、ダイス１８を介してストランド孔１６より押出される。こ
れにより、熱可塑性樹脂組成物のストランドをえることができる。なお、図１中、１７は
駆動モーターである。
【００４３】
　本発明の製造方法では、上記繊維状強化材（Ｄ）をシリンダ１１の先端付近からサイド
フィードすることが重要である。ここで、シリンダの先端付近とは、シリンダ長さをＬ１
、第二供給口からシリンダの先端までの距離をＬ２とした際に、Ｌ１／Ｌ２が２．０以上
３．０以下となる位置が好ましい。さらに好ましくは、２．２以上２．８以下となる位置
が好ましい。Ｌ１／Ｌ２が２．０よりも小さくなると、ダイス部までに熱可塑性樹脂組成
物が充分に混練されない場合や、第二供給口からサイドフィードされた繊維状強化材（Ｄ
）が破砕され、強度低下等を招く恐れがある。また、Ｌ１／Ｌ２が３．０よりも大きいと
、第二供給口からサイドフィードされた繊維状強化材（Ｄ）が充分に混練されない場合が
ある。
【００４４】
　また、本発明の製造方法では、ダイス部樹脂圧力を５０ｋｇｆ／ｃｍ2以上とする。上
記ダイス部樹脂圧力が５０ｋｇｆ／ｃｍ2未満では、繊維状強化材（Ｄ）が樹脂組成物中
に均一に混練されないからである。上記ダイス部樹脂圧力の好ましい上限は２００ｋｇｆ
／ｃｍ2である。２００ｋｇｆ／ｃｍ2を超えると、ダイス部の樹脂圧力が高すぎることに
よって、樹脂組成物に因る根詰まりが発生する場合がある。また、押出機のトルクオーバ
ーとなり、生産性もよくない。
【００４５】
　本発明の製造方法において、上記ダイス部樹脂圧力は、スクリュ回転数にて制御するこ
とが可能である。スクリュ回転数を上げることによって、熱可塑性樹脂組成物の粘度を下
げることで、ダイス部樹脂圧力を低減させることができる。スクリュ回転数の下限は５０
ｒｐｍで、これより低い回転数で押出すと、ダイス部樹脂圧力が高圧となり、吐出量が落
ちてしまい生産性が低下してしまう。また、ダイス部の根詰まりが発生する場合があり、
こちらも生産性が低下してしまう。上限は３００ｒｐｍで、これより高回転で混練してし
まうと、樹脂組成物中のテトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）やテトラポッド形状の
無機化合物（Ｃ）が破砕されてしまい、熱伝導性・機械特性が低下してしまい、好ましく
ない。
なお、上記ダイス部樹脂圧力は、シリンダ先端１５に配設したセンサ（図示せず）により
測定することができる。
【００４６】
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　本発明の製造方法で使用する押出機は、Ｌ1／Ｄ（シリンダー長さ／スクリュ径）が、
４０以上であることが好ましい。また、上記押出機には、ベント部が設けられていること
が好ましく、また、上記押出機のスクリュには、ニーディングディスクが一箇所以上設け
られていることが好ましい。また、本発明の製造方法において、シリンダ内の搬送部、溶
融部及び混練部の温度は、通常設定される温度であればよく、例えば、上記熱可塑性ポリ
エステル系樹脂（Ａ）の溶融温度に対して、供給ゾーンで＋３０℃以内、溶融ゾーンで＋
３０℃以内、混練ゾーンで＋３０℃以内であることが好ましい。＋３０℃を超えて設定す
ると、ダイス部より出てくる際の樹脂温度が３００℃を超えてしまうことがあり、その際
に樹脂劣化してしまうことがある。
【００４７】
　また、本発明の製造方法では、第一供給口から熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）及び
テトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）とテトラポッド形状の無機化合物（Ｃ）を投入
する場合、両者を低い位置から投入することが好ましく、特に３ｍ以下の高さから投入す
ることが好ましい。これにより、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）及びテトラポッド形
状でない無機化合物（Ｂ）とテトラポッド形状の無機化合物（Ｃ）がより均一に混練され
るからである。
【００４８】
　また、ここまで説明した製造方法では、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）及びテトラ
ポッド形状でない無機化合物（Ｂ）とテトラポッド形状の無機化合物（Ｃ）をシリンダの
根元に配設された第一供給口から供給しているが、本発明の製造方法において、上記テト
ラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）やテトラポッド形状の無機化合物（Ｃ）は、必ずし
もシリンダの根元から供給する必要はなく、繊維状強化材（Ｄ）より上流側で供給するの
であれば、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）の供給位置より下流側の任意の位置から供
給すればよい。
【００４９】
　また、本発明の製造方法において、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）、テトラポッド
形状でない無機化合物（Ｂ）、テトラポッド形状の無機化合物（Ｃ）及び繊維状強化材（
Ｄ）に加えて、結晶化促進剤や熱安定剤等の他の成分を配分する場合、これらの他の成分
のシリンダへの供給位置は、熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）又はテトラポッド形状で
ない無機化合物（Ｂ）やテトラポッド形状の無機化合物（Ｃ）と同じ位置であることが好
ましい。
【００５０】
　このように、本発明の製造方法では、繊維状強化材（Ｄ）を除く、全ての配合物が繊維
状強化材（Ｄ）より上流側で投入されることが好ましく、特に、繊維状強化材（Ｄ）の投
入位置まで搬送されてきた配合物は、繊維状強化材（Ｄ）を除く全ての配合物が充分に混
練されていることが好ましい。
【００５１】
　熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）及びテトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）とテ
トラポッド形状の無機化合物（Ｃ）や他の配合物が充分に混練された状態にあるシリンダ
の先端付近から繊維状強化材（Ｄ）をサイドフィードせず、繊維状強化材（Ｄ）を熱可塑
性ポリエステル系樹脂（Ａ）及びテトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）と同じ位置か
らフィードすると、繊維状強化材（Ｄ）は、ダイスに搬送されるまでに破損してしまい、
その結果、充分なダイス部樹脂圧力を保持することができないこととなる。
【００５２】
　この場合、製造された熱可塑性樹脂組成物において、テトラポッド形状でない無機化合
物（Ｂ）とテトラポッド形状の無機化合物（Ｃ）や繊維状強化材（Ｄ）等が均一に分散さ
れず、ストランド切れが発生したり、ストランドの外観が羽毛状等の不良な外観を有した
りすることとなる。そして、このような熱可塑性樹脂組成物を用いて成形体を作製した場
合には、その成形体は機械的強度に劣るものとなる。また、繊維状強化材（Ｄ）を熱可塑
性ポリエステル系樹脂（Ａ）と同じ位置でシリンダ内にフィードすると、押出機にかかる
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負荷トルクが高くなりすぎてしまい、吐出量が上がらず生産性が低下してしまう原因とな
る。
【００５３】
　各種原料のフィード箇所としては、樹脂をダイス部とは反対のトップ部（根元）からフ
ィードすることが好ましい。熱伝導性無機化合物のフィード箇所は、トップ部（根元）か
らでも良いし、トップ部より下流、繊維状強化材よりも上流であっても良い。その他添加
剤等も熱伝導性無機化合物と同様なフィード箇所であることが好ましい。繊維状強化材の
フィード箇所としては、樹脂中に熱伝導性無機化合物やその他添加剤が練りこまれた後、
すなわち、繊維状強化材を除いた他全ての原料フィードよりも下流側であるダイス部付近
でフィードされることが好ましい。樹脂と熱伝導性無機化合物やその他添加剤が練りこま
れた後のダイス付近でフィードせず、樹脂等と同様な方法でフィードしてしまうと、ダイ
スまでに繊維状強化材が破損してしまい、ダイス付近で十分な樹脂圧が保持できずに、得
られる樹脂組成物のペレット中の熱伝導性無機化合物や添加剤、繊維状強化材が均一に分
散されない。また、樹脂と同様にフィードしてしまうと、押出機にかかる負荷トルクが高
くなりすぎてしまい、吐出量が上がらず生産性が低下してしまう原因となる。
【００５４】
　本発明の製造方法で製造した熱可塑性樹脂組成物は、樹脂フィルム、樹脂シート、樹脂
成形体などさまざまな形態で、電子材料、磁性材料、触媒材料、構造体材料、光学材料、
医療材料、自動車材料、建築材料、等の各種の用途に幅広く用いることが可能である。
また、本発明の製造方法で製造した熱可塑性樹脂組成物は、現在広く用いられている一般
的なプラスチック用射出成形機が使用可能であるため、複雑な形状を有する成形体の取得
も容易である。
【００５５】
　特に、本発明の製造方法で製造した熱可塑性樹脂組成物が高熱伝導性無機化合物を含有
する場合、成形加工性及び熱伝導性に極めて優れるとの特性を併せ持つことから、発熱源
を内部に有する携帯電話、ディスプレー、コンピューターなどの筐体用樹脂として、非常
に有用である。
【００５６】
　また、本発明の製造方法にておいて、熱可塑性樹脂組成物の形状をペレット状にするこ
とで、家電、ＯＡ機器部品、ＡＶ機器部品、自動車内外装部品、等の射出成形体等に好適
に用いることができる。さらには、発熱源を内部に有するファン等による強制冷却が困難
な電子機器において、内部で発生する熱を外部へ放熱するために、これらの機器の外装材
として好適に用いられる。
【００５７】
　これらの中でも特に好ましい用途としては、ノートパソコンなどの携帯型コンピュータ
ー、ＰＤＡ、携帯電話、携帯ゲーム機、携帯型音楽プレーヤー、携帯型ＴＶ／ビデオ機器
、携帯型ビデオカメラ、等の小型あるいは携帯型電子機器類の筐体、ハウジング、外装材
用樹脂等が挙げられる。また、自動車や電車等におけるバッテリー周辺用樹脂、家電機器
の携帯バッテリー用樹脂、ブレーカー等の配電部品用樹脂、モーター等の封止用材料等も
挙げられる。
【００５８】
　本発明の製造方法では、テトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）として高熱伝導性無
機化合物を用い、テトラポッド形状の無機化合物（Ｃ）含有することで高熱伝導性を発現
させ、かつ高流動で高強度、を有する高熱伝導性樹脂組成物のペレットを得ることができ
、該ペレットを使用すると、流動性の観点で成形性が良く、高強度かつ熱伝導性が良好で
あり、上記の用途における部品あるいは筐体として有用な特性を有するものである。
【実施例】
【００５９】
　以下に、本発明の具体的な実施例を比較例と併せて説明するが、本発明は、下記実施例
に限定されるものではない。
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【００６０】
　（実施例１）
　熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ－１）：ポリエチレンテレフタレート樹脂（三菱化学
（株）製　ノバペックス　ＰＢＫＩＩ／溶融温度２６０℃）に、フェノー
ル系安定剤であるＡＯ－６０（（株）ＡＤＥＫＡ製）、高熱伝導性無機化合物（Ｂ－１）
：燐片形状六方晶窒化ホウ素（モメンティブパフォーマンスマテリアルズ製　ＰＴ１１０
）とテトラポッド形状の無機化合物（Ｃ－１）：テトラポッド形状酸化亜鉛（（株）アム
テック性　パナテトラＷＺ－０５０１Ｌ）を混合したものを準備した（配合原料１）。別
途、繊維状強化材（Ｄ）：ガラスチョップドストランド（日本電気硝子（株）製　ＥＣＳ
０３Ｔ－１８７ＨＰＬ）を準備した。（配合原料２）。
【００６１】
　配合原料１と配合原料２を別々の重量式フィーダーにセットし、（Ａ－１）／（Ｂ－１
）／（Ｂ－２）／（Ｃ－１）／（Ｄ－１）の体積比が５５／１０／２５／５／１０となる
ようにフィーダー吐出量をセットした後、同方向噛み合い型二軸押出機（日本製鋼所製、
ＴＥＸ４４ＸＣＴ）のスクリュ根本より配合原料１を、シリンダの先端付近を投入位置と
して配合原料２を投入し、ダイスを介して押出すことで熱可塑性樹脂組成物のストランド
を成形し、ストランドをシャワーミストで冷却した後、切断することにより、熱可塑性樹
脂組成物のペレットを得た。
【００６２】
　なお、配合原料２の投入位置は、Ｌ1／Ｌ2（シリンダ長さ／配合原料１の供給口からシ
リンダの先端までの距離）が２．５となる位置である。
設定温度は供給口近傍が２５０℃で、順次設定温度を上昇させ、押出機スクリュ先端部温
度を２８０℃に設定した。よって、実施例では、供給ゾーンの温度が２５０～２６０℃、
溶融ゾーンの温度が２６０～２８０℃、混練ゾーンの温度が２７０～２８０℃である。
また、本実施例におけるダイス部樹脂圧力は、１２０ｋｇｆ／ｃｍ2で、高熱伝導性を持
ち、かつ高強度で高流動性の高熱伝導性樹脂組成物が得られた。熱伝導率、曲げ強度、曲
げ弾性率、スパイラルフローの結果を表１に示す。
【００６３】
　（実施例２）
配合原料の種類や量を下記表１に示すように変更した以外は実施例１と同様にして、ペレ
ットを得た。本実施例における製造時のダイス部樹脂圧力は１３０ｋｇｆ／ｃｍ2であっ
た。熱伝導率、曲げ強度、曲げ弾性率、スパイラルフローの結果を表１に示す。
【００６４】
　（実施例３）
配合原料の種類や量を下記表１に示すように変更した以外は実施例１と同様にして、ペレ
ットを得た。本実施例における製造時のダイス部樹脂圧力は１１０ｋｇｆ／ｃｍ2であっ
た。熱伝導率、曲げ強度、曲げ弾性率、スパイラルフローの結果を表１に示す。
【００６５】
　（実施例４）
配合原料の種類や量を下記表１に示すように変更した以外は実施例１と同様にして、ペレ
ットを得た。本実施例における製造時のダイス部樹脂圧力は１２０ｋｇｆ／ｃｍ2であっ
た。熱伝導率、曲げ強度、曲げ弾性率、スパイラルフローの結果を表１に示す。
【００６６】
　（実施例５）
配合原料の種類や量を下記表１に示すように変更した以外は実施例１と同様にして、ペレ
ットを得た。本実施例における製造時のダイス部樹脂圧力は１４０ｋｇｆ／ｃｍ2であっ
た。熱伝導率、曲げ強度、曲げ弾性率、スパイラルフローの結果を表１に示す。
【００６７】
　（実施例６）
配合原料の種類や量を下記表１に示すように変更した以外は実施例１と同様にして、ペレ
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た。熱伝導率、曲げ強度、曲げ弾性率、スパイラルフローの結果を表１に示す。
【００６８】
　（比較例１）
配合原料の種類や量を下記表１に示すように変更した以外は実施例１と同様にしたが、低
強度かつ低流動性となった。ダイス部樹脂圧は１００ｋｇｆ／ｃｍ2であった。
【００６９】
　（比較例２）
配合原料の種類や量を下記表１に示すように変更した以外は実施例１と同様にしたが、低
強度かつ低流動性となった。ダイス部樹脂圧は１１０ｋｇｆ／ｃｍ2であった。
【００７０】
　（比較例３）
配合原料の種類や量を下記表１に示すように変更した以外は実施例１と同様にしたが、低
強度かつ低流動性となった。ダイス部樹脂圧は４５ｋｇｆ／ｃｍ2であった。
【００７１】
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【表１】

【００７２】
　なお、実施例及び比較例に用いた原料は、下記の通りである。
熱可塑性ポリエステル系樹脂（Ａ）：
（Ａ－１）：ポリエチレンテレフタレート樹脂（三菱化学（株）製　ノバペックス　ＰＢ
ＫＩＩ）
非ポリエステル系熱可塑性樹脂：
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（Ａ－２）：ポリフェニレンスルファイド樹脂（ＤＩＣ（株）製　Ｃ－２０１）
テトラポッド形状でない無機化合物（Ｂ）：
（Ｂ－１）：鱗片形状六方晶窒化ホウ素粉末（モメンティブパフォーマンスマテリアルズ
製　ＰＴ１１０　数平均粒子径５０μｍ）
（Ｂ－２）：板状タルク（日本タルク（株）製　ＭＳ－ＫＹ　数平均粒子径２３μｍ）
（Ｂ－３）：天然黒鉛（中越黒鉛（株）製　ＣＰＢ－８０　数平均粒子径３０９μｍ）
（Ｃ－１）：テトラポッド形状酸化亜鉛（（株）アムテック製　パナテトラＷＺ－０５０
１Ｌ）
繊維状強化材（Ｄ）：
（Ｄ－１）：ガラス繊維（日本電気硝子（株）製　ＥＣＳ０３Ｔ－１８７Ｈ／ＰＬ）
その他添加剤：
（Ｆ－１）：臭素系難燃剤（アルべマール日本（株）製　ＢＴ－９３Ｗ）
（Ｆ－２）：難燃助剤（日本精鉱（株）製　三酸化アンチモン　ＰＡＴＯＸ－Ｐ）
【００７３】
　（評価）
（１）熱伝導率
　実施例及び比較例で得られたペレットを１４０℃で４時間乾燥後、７５ｔ射出成形機に
て、平板の面中心部分にゲートサイズ０．８ｍｍΦで設置されたピンゲートを通じて、１
５０ｍｍ×８０ｍｍ×厚み１．０ｍｍの平板形状試験片に成形し、高熱伝導性樹脂成形体
を得た。
【００７４】
　得られた厚み１．０ｍｍの成形体を切り出し、１２．７ｍｍΦの円板上サンプルを作製
した。サンプル表面にレーザー光吸収用スプレ（ファインケミカルジャパン（株）製、ブ
ラックガードスプレーＦＣ－１５３）を塗布し、乾燥させた後、Ｘｅフラッシュアナライ
ザーであるＮＥＴＺＳＣＨ製、ＬＦＡ４４７Ｎａｎｏｆｌａｓｈを用い、厚み方向及び面
方向の熱拡散率を測定した。
【００７５】
　また、熱拡散率測定で使用した円板状サンプルからＤＳＣ（ＪＩＳ　Ｋ　７１２３に準
拠）にて比熱容量を測定した。そして、測定した熱拡散率及び比熱容量の値から面方向熱
伝導率（Ｗ／ｍ・Ｋ）を算出した。
【００７６】
　（２）曲げ強度・曲げ弾性率
　ＡＳＴＭ　Ｄ７９０に準拠して、曲げ強度、曲げ弾性率を測定した。結果を表１に示し
た。
【００７７】
　（３）スパイラルフロー（流動性評価）
　型締力１００ｔの射出成形機、スパイラルフロー金型を用い、シリンダ温度２
　８０℃（ノズル部）、金型温度１００℃、金型厚み１．０ｍｍ、射出速度１００ｍｍ／
ｓ、射出圧１２０ＭＰａの条件にて、流動性の指標となるスパイラルフローを測定した。
【符号の説明】
【００７８】
１０　二軸押出機
１１　シリンダ
１２　スクリュ
１３　第一供給口
１４　第二供給口（サイドフィーダー）
１５　シリンダの先端
１６　ストランド孔
１７　駆動モーター
１８　ダイス
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